（様式１）

山梨県森林総合研究所「森の教室」等普及啓発ゾーン業務企画提案書
　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　月　　日

　山梨県森林総合研究所長　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　   所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名

　山梨県森林総合研究所「森の教室」等普及啓発ゾーン業務を受託したいので、別添（様式２）のとおり関係書類を添えて企画提案書を提出します。

　なお、提案にあたり下記事項について誓約します。

＜誓約事項＞

１　提案者は募集要項に定める応募資格をすべて満たしていること。

２　募集要項に記載された内容を全て承知の上で提案するものであること。

以上

【連絡先】

	所属（部署名）
	

	担当者職氏名
	

	電　話
	

	ＦＡＸ
	

	Ｅ－ｍａｉｌアドレス
	


（様式１－別紙）
提出書類一覧表
	様式
	項目
	提出の有無

	様式２
	○業務の内容に関する事項

様式２　ア）の１
様式２　ア）の２
様式２　イ）の１
様式２　イ）の２
様式２　ウ）
様式２　エ）の１

様式２　エ）の２

様式２　エ）の３

様式２　オ）の１
様式２　オ）の２


	

	様式３
	様式３　ア）実施体制表

様式３　イ）法人等概要書

添付書類：法人決算書（直近３年分）

	

	様式４
	提案価格（任意様式も可）
※消費税率は８％としてください。


	

	様式５
	様式５－①誓約書
様式５－②法人役員等一覧
	

	附属書類
	※提案者の概要が分かる資料(定款、寄付行為、パンフレット等)


	


（様式２）

業務の内容に関する事項
1） 施設の利用促進に関すること

1） の１　広報活動の考え方、手法

　　　日常的な個人利用者（仕様書第３（１）①関係）、団体利用者（仕様書第３（１）②関係）、普及啓発事業参加者（仕様書第３（２）関係）等、利用者の増加、施設の利用促進を図るための広報活動に関する考え方、手法について、下記に留意し具体的に記入してください。
	1) 広報活動の目的

2) 目的別媒体の選択及び手法

3) その他


· 　欄が不足する場合は、適宜各欄を広げるか複数ページにして記入してください。
ア）の２　地域や類似施設との連携についての考え方

　　　地域、関係機関、類似施設、ボランティア等との連携の考え方について記入してく

ださい。
	


· 　欄が不足する場合は、適宜各欄を広げるか複数ページにして記入してください。

2） 　普及啓発事業に関すること

2） の１

類似事業（イベント、展示、講座、講習会等）又は、県市町村等指定管理者の指定の実績について記入してください。

	事業名・実施期間・概要等について記入してください。
例）

①森林体験講座　
実施期間：平成○○年○月
概　　要：○○市内の小中学生を対象に間伐体験を実施

②森林体験館　　
実施期間：平成○年～平成○年　
概　　要：森林体験教室の開催並びに施設管理（年間行事数○○回程度）


	


　※欄が不足する場合は、適宜各欄を広げるか複数ページにして記入してください。
　イ）の２　普及啓発事業に関するノウハウ
　　　普及啓発事業を行うにあたり、貴団体が有している技術、手法、経験等を業務に反映する方法について、上記「イ）の１」の実績を踏まえ、記入してください。　

	


※欄が不足する場合は、適宜各欄を広げるか複数ページにして記入してください。
　ウ）利用者サービスの向上に関すること

　　　利用者サービスの向上に対する基本的な考え方、要望、意見、苦情等を把握する具体的な方法とともに、それらの対応について記入してください。
	1) 利用者サービスの向上に対する基本的な考え方
2) 具体的な方法

3)要望、意見、苦情等の対応


　※欄が不足する場合は、適宜各欄を広げるか複数ページにして記入してください。
　エ）　施設・設備の維持管理業務に関すること

　エ）の１　維持管理業務に関する実績
　　　類似施設の管理実績の有無を具体的に記入してください。
	施設名、実施期間、管理対象について記入してください。
例）

①森林体験館（○○市）
　実施期間：平成〇年～〇年

　管理対象：建物、緑地、その他（工作室）

②林業公園（○○県）

実施期間：平成〇年～〇年

　管理対象：緑地、休憩施設



　※欄が不足する場合は、適宜各欄を広げるか複数ページにして記入してください。

3） の２　施設・設備の維持管理に関するノウハウ

施設・設備の維持管理を行うにあたり、貴団体が有している技術、手法、経験等を業務に反映する方法について、上記「エ）の１」の実績を踏まえ、記入してください。
	


　※欄が不足する場合は、適宜各欄を広げるか複数ページにして記入してください。

エ）の３　業務の再委託及びその点検方法

業務の一部を第三者に委託する予定がある場合は、具体的な委託業務内容とともに、再委託業務の点検、チェック方法、指導監督方法について記入してください。

	


· 欄が不足する場合は、適宜各欄を広げるか複数ページにして記入してください。

オ）安全対策・防災対策に関すること

オ）の１　安全確保に対する研修計画

工作室での機械利用、緊急時の避難誘導、応急処置等利用者の安全確保に対する考え方と研修の実施計画について記入してください。

	1) 安全確保に関する考え方
2)研修の実施計画




· 欄が不足する場合は、適宜各欄を広げるか複数ページにして記入してください。

　オ）の２　安全対策・防災対策
　　　急病人、けが人等事故発生時の具体的な対応方法、地震等災害時の具体的な対応について記入してください。

	


　※欄が不足する場合は、適宜各欄を広げるか複数ページにして記入してください。

（様式３）
業務遂行能力
ア）　実施体制
（考え方）

　　どのような能力（実務経験者、有資格者等）や雇用形態の係員を配置して業務を遂行するか、「組織図」、「組織人員一覧表」を作成するとともに、直接業務に関わる人員の考え方について記入してください。

	


· 欄が不足する場合は、適宜各欄を広げるか複数ページにして記入してください。

（組織図）
	


· 欄が不足する場合は、適宜各欄を広げるか複数ページにして記入してください。

（組織人員一覧表）
直接業務に係る人員について記入してください。

	役職・職種
	担当業務内容
	資格、実務経験内容・年数等
	雇用形態
	雇用者の
確保方策
	備考

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


※雇用形態欄には、常勤、臨時、嘱託等の別を記入してください。
※雇用者の確保方策欄には、提案者がすでに雇用している者（雇用済）又は今後雇用を予定する者（予定）の別、その目途を記入してください。
※備考欄には、勤務体制（勤務時間・休日設定）を記入してください（別紙可）。
※欄が不足する場合は、適宜各欄を広げるか複数ページにして記入してください。
　イ）　「法人等概要書」
	種別
	（一般・公益）財団法人　（一般・公益）社団法人　
　ＮＰＯ法人　　　株式会社　　有限会社
　その他の法人（　　　　　　　　　　）

	法人名
	

	代表者氏名
	

	主たる事務所の所在地
	

	設立年月日
	

	資本金又は基本財産
	千円

	売上高
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　千円

	社員（職員）数
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　人

	業務内容
	

	法人等の特色
	

	実績


	直近３カ年分の決算書を添付すること。



※種別欄は、該当するものを○印で囲んでください。その他の法人又はその他の団体については、（　）内に内容を記入してください。
※社員（職員）数欄は、本企画提案書作成時の人数を記入してください。
※会社概要等がある場合は、添付してください。
（様式４）

提案価格

業務費の積算（消費税及び地方消費税込み）について

※必要な項目ごとにそれぞれ見積を算出してください。

※見積書及び内訳書を添付してください。

	費　目
	見　積　額
	積　算　内　訳

	給料
	
	係員給料・手当等



	法定福利費
	
	健康・介護保険、厚生年金、雇用保険等



	共済費
	
	労災保険等



	賃金
	
	臨時業務にかかるもの



	食糧費
	
	来客・講師対応等



	消耗品費
	
	花壇用花苗、新聞・雑誌、事務用品



	燃料費
	
	ガソリン、LPガス、灯油、ペレット等



	印刷製本費
	
	コピー代、チラシ、諸用紙等



	保険料
	
	施設賠償責任保険



	通信運搬費
	
	郵便料等



	手数料
	
	浄化槽法定検査、パイプクリーニング等



	委託料
	
	浄化槽維持管理委託、建物清掃作業委託

緑地管理委託

	使用料及び賃借料
	
	リース物件等



	年間行事・

特別展示経費
	
	年間行事・特別展示に係るもの

	消費税相当額
	
	消費税率は８％

	提案価格
	
	


例）

（様式５－①）

誓　　　　約　　　　書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　月　　日

山梨県森林総合研究所長　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所　在　地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　印

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　生年月日
私は、次の事項について誓約します。

なお、県が必要な場合には、山梨県警察本部に照会することについて承諾します。

また、照会で確認された情報は、今後、私が県と行う他の契約等における身分確認に利用することに同意します。

１　自己又は自社の役員等が、次のいずれにも該当する者ではありません。

（１） 暴力団 （暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）

（２） 暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）

（３） 自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用している者

（４） 暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど、直接的若しくは積極的に暴力団の維持・運営に協力し、又は関与している者

（５） 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者

（６） 下請契約又は資材、原材料の購入契約その他の契約に当たり、その相手方が上記（１）から（５）までのいずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を締結している者

２　１の（２）から（６）に掲げる者が、その経営に実質的に関与している法人ではありません。

（様式５－②）

「法人役員等一覧」

法人名（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	役職名
	（フリガナ）

氏名
	性別

（男女）
	生年月日
	現住所

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


※法人については、非常勤を含む役員、その他の団体については法人の役員と同様の責任を有する代表者及び理事等について記載してください。

※欄が不足する場合は、行を追加して記入してください。

（様式６）
提案に関する質問書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所　在　地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　担当者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ＦＡＸ番号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｅ－ｍａｉｌ
（質問の内容）

	


